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Ⅰ．はじめに

　IFRS 解釈指針委員会（IFRS Interpretations 
Committee、以下「IFRS―IC」又は「IC」とい
う。）会議は年 6 回開催されるが、前回の報告
（2020 年 12 月）以来、2021 年は 2 月、3 月、4
月と 3 カ月連続で開催された1。2020 年 1 月以
降は、世界的に新型コロナウイルス感染症の影
響が続く中、ビデオ会議の形式での開催が続い
ている。
　本稿では、2021 年 2 月、3月及び 4月会議に
おける各議案の主な論点、筆者の発言を中心に
報告する。なお、会議全体の要約及びアジェン
ダ決定等については、各月の IFRIC Update を
ご参照いただきたい2。なお、AP番号とは、討
議資料（Agenda Paper）の番号のことで3。ま
た本稿で報告する順番は、IFRIC Update の記
載順に基づく。

Ⅱ ．2021 年 2 月 2 日開催 IFRS―IC
会議の概要

2021年 2月 2日開催 IFRS―IC会議の議題
　2021 年 2 月 2 日開催の IC 会議は、4 件の議
題について審議した。内訳は、現在のアジェン
ダにある項目 1 件（AP2）、IFRS―IC の暫定的
アジェンダ決定に関する検討 2 件（AP3、
AP4）、その他の案件 1 件（AP5）であった
（図表 1）。
図表 1．2021 年 2 月 2 日開催の IFRS―IC 会議

の議題

アジェンダ 予定
所要時間

実際の
所要時間

AP2：単一資産における
資産のセール・アンド・
リースバック

75 分 80 分

AP3：棚卸資産の販売に
要するコスト 60 分 75 分

AP4：企業がもはや継続
企業ではない場合の財務
諸表の作成

30 分 20 分
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1 　IFRS─IC 会議は、例年は 4回がロンドンでの対面会議、2回がビデオ会議形式で開催される。
2　IFRS─IC 会議の議事要約「IFRIC Update」の企業会計基準委員会（ASBJ）による日本語訳は以下のリンク
から閲覧可能。
　https://www.asb.or.jp/jp/ifrs/ifric.html
3 　AP1 は毎回前回会議の要約“IFRIC Update”で、これについては審議しない。
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AP5：仕掛り中の案件 5分 5分

出所 ：国際会計基準審議会（IASB）、IFRS─IC よりみ
ずほ証券グローバル戦略部産官学連携室作成

各アジェンダの論点と筆者の発言等
　筆者は、AP2 及び 3 についてコメントした。
以下ではアジェンダ・要望書の概要、スタッフ
による分析、IFRS─IC の結論と筆者の発言に
ついて報告する。

現在のアジェンダにある項目
AP2：単一資産における資産のセール・アン
ド・リースバック（IFRS 第 10 号「連結財務
諸表」及び IFRS第 16号「リース」）
　本件は、不動産資産のみを保有する子会社に
対する資本持分を企業が売却し、当該不動産資
産をリースバックする取引に対しての、IFRS
第 16 号のセール・アンド・リースバックの要
求事項の適用可能性が論点であった。2020 年 9
月 IFRS─IC 会議では、「IFRS 基準の諸原則及
び要求事項が、要望書に記述された取引の会計
処理を企業が決定するための適切な基礎を提供
しているとして、IFRS─ICは基準設定プロジェ
クトを作業計画に追加しない。」との暫定的ア
ジェンダ決定を公表、利害関係者にコメントを
求めていた。
　同暫定的なアジェンダ決定に寄せられたコメ
ントレターでは、多くが暫定的アジェンダ決定
に示された分析に対する懸念と、関連基準の修
正を求めていた。IASB スタッフより、暫定的
アジェンダ決定に示された分析は、依然として
正しいとの見解が示された上で、⑴ 9月の暫定
的アジェンダ決定に、より詳細な説明文書を追
加した上で最終化する、⑵この取引及び類似の

取引を扱うための狭い範囲の基準設定に取り組
むよう IASB に対して提案する、という 2つの
選択肢が示された。筆者は基本的に⑴を支持し
つつも、以下の見解を述べた。
　「要望書への対応としては、基本的に暫定的
アジェンダ決定案を最終化することには賛成す
る。しかし本暫定的アジェンダ決定は、非常に
狭い範囲の単純な例しか取り扱っていないため
に、要望書に対して回答することはできても、
財務諸表利用者を含めて多くの利害関係者に
とって、それほど有用なものになるとは思われ
ない。より現実に近い複雑なケースに対して、
どう IFRS を適用するか、様々な適用上の疑問
が生じるのではないか。適用後レビューで生じ
る問題に対応する形で、狭い範囲の修正を行う
のが適切だと思う。」
　しかし、他の IFRS─IC 委員は⑵を支持する
意見が多数で、IFRS 第 16 号のセール・アン
ド・リースバック取引の要求事項への相互参照
を追加するため、IFRS 第 10 号の支配喪失の
要求事項の修正を IASB に対して提言すること
になった。

IFRS─IC の暫定的なアジェンダ決定に関する
検討
AP3：棚卸資産の販売に要するコスト（IAS 第
2号「棚卸資産」）
　棚卸資産の正味実現可能価額を決定する際に
企業が「販売に要するコストの見積額」として
含めるコストについて、企業は販売に要するす
べてのコストを含めるのか、販売に対して増分
的なコストのみを含めるのかが論点であった4。
　IFRS─IC に寄せられた要望書によれば、次
の 2つの異なる見解の適用が観察されていると
していた。

4　IAS 第 2 号第 9 項は、企業が棚卸資産を「原価と正味実現可能価額とのいずれか低い方の金額で」測定する
ことを要求している。また、同基準第 6項は、正味実現可能価額を「通常の事業の過程における見積売価から、
完成までに要する原価の見積額及び販売に要するコストの見積額を控除した額」と定義している。
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・見解 1─企業は、販売に要するすべてのコス
ト（棚卸資産に帰属する通常の販売スタッフ
や広告宣伝費など）を含める。
・見解 2─企業は、販売を行うために棚卸資産
の特定の条件によって必要とされる追加的な
「増分コスト」（特別な販売促進キャンペーン
など）のみを含める。
　IASBスタッフは、IAS第2号の要求事項は、
企業が販売に要するコストの見積りを増分コス
トに限定することを認めていないとして、見解
1を支持していた。
　IFRS─IC は、スタッフの分析を支持して、
IFRS 基準における諸原則及び要求事項が、本
要望書に示された設例を会計処理するにあたっ
て、適切な基礎を提供しており、作業計画に基
準設定プロジェクトを追加しない、と結論付
けた。
　本件について、筆者は以下のとおりコメント
した。
　「当初、『すべてのコスト』が『フル・コス
ト』であると誤解しており、スタッフの分析に
は同意できないと考えていた。しかし、この 2
つが別物であるとの、スタッフからの説明を聞
いて少し考えが変わった。まだスタッフの分析
に完全に納得している訳ではないが、見解 1で
あれ、見解 2であれ、財務諸表利用者の観点か
らは、基準の首尾一貫した適用が望ましい。正
直に言って、見解 1、見解 2 のどちらが正しい
か、判断するだけの専門知識を持ち合わせてい
る訳ではない。見解 1、2 の実務がバラついて
おり、本アジェンダ決定により実務が統一され
るのは歓迎できるが、IFRS─IC としてスタッ
フの提案どおり見解 1を取るのであれば、実務
上どのような影響が出るかについてさらなる調
査が必要ではないか。」

Ⅲ ．2021年 3月 16日開催 IFRS─IC
会議の概要

2021年 3月 16日開催 IFRS―IC会議の議題
　2021 年 3 月 16 日開催の IC 会議では、4 件
の議題について審議した。内訳は、IFRS─IC
の暫定的なアジェンダ決定に関する検討 2 件
（AP3、AP4）、IASB の検討を求めるアジェン
ダ決定 1件（AP2）、その他の案件 1件（AP5）
であった（図表 2）。
図表 2．2021 年 3 月 16 日開催の IFRS―IC 会

議の議題

アジェンダ 予定
所要時間

実際の
所要時間

AP2： ク ラ ウド・コン
ピューティング契約にお
けるコンフィギュレー
ション又はカスタマイ
ゼーションのコスト

60 分 70 分

AP3：リース料に対する
還付されない付加価値税 40 分 50 分

AP4：当初認識時に金融
負債に分類されるワラン
トの会計処理

40 分 30 分

AP5：仕掛り中の案件 5分 5分

出所 ：IASB、IFRS─IC よりみずほ証券グローバル戦
略部産官学連携室作成

各アジェンダの論点と筆者の発言等
　筆者は、AP2、AP3、AP4 のすべてについ
てコメントした。

IFRS─IC の暫定的なアジェンダ決定に関する
検討
AP3：リース料に対する還付されない付加価値
税（IFRS第 16号「リース」）
　IFRS─IC に提出された要望書は、IFRS 第 16
号を適用するにあたり、リース料に対して課さ
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れる還付されない付加価値税（VAT）を、
リースの借手が会計処理するにあたり、リース
料の一部として含めるのかどうかを質問して
いた。
　本要望書の提出を受けて、IASB スタッフが
実施したアウトリーチでは、
ａ ．リース料に対する還付されない VAT が、
影響を受ける借手にとって重要性があること
ｂ ．類似した状況にある借手がリース料に対す
る還付されないVATを会計処理する方法の
多様性
を示す証拠は限定的であるとして、AP3 では
本件を基準設定アジェンダに追加しないことを
提案していた。筆者は本件に関して、以下のと
おり発言した。
　「本件を基準設定アジェンダに加えるべきで
ないというスタッフの結論に同意する。しか
し、その理由を『重要性』に基づいてとするこ
とには、若干の懸念を覚える。リース料に対す
る還付されない付加価値税の影響について、ス
タッフが調べた範囲では、重要性もバラつきも
発見できなかったかも知れないが、税制は各国
によってまちまちであり、影響を受けない産業
や企業がないとまでは、言い切れないのではな
いか。そうであるとするなら、十分な比較可能
性が担保されない可能性があり、財務諸表利用
者としては懸念が残る。基準設定アジェンダに
加えないというスタッフ提案には同意するもの
の、その理由付けやアジェンダ決定の書きぶり
は慎重に行うべきだと思う。」
　筆者以外にも、スタッフが限定的に行ったリ
サーチをもとに、本件に重要性がない、会計処
理に多様性がないとすることに懸念を示す委員
がいた。公表された IFRIC Update2021 年 3 月

における暫定的アジェンダ決定では、ほぼス
タッフ原案に沿ったものながら、筆者らの懸念
を反映する形で、
　「IFRS─ICは、この事項が幅広い影響を有し、
影響を受ける者に対して重要性のある影響を有
しているか又は有すると見込まれるという証拠
を［まだ］得ていない。」
と、［まだ（yet）］が追加された。

AP4：当初認識時に金融負債に分類されるワラ
ントの会計処理（IAS 第 32 号「金融商品：表
示」）
　本件は、ワラントの分類変更に関しての IAS
第 32 号の適用に関するものであった。
　具体的には、ワラント発行者の固定数の資本
性金融商品を将来のある日において確定される
行使価格で購入する権利を保有者に与えるとい
うワラントがあるとする。当初認識時には、行
使価格の変動可能性があるため、発行者は IAS
第 32 号第 16 項を適用するにあたり、これらの
金融商品を金融負債に分類する5。当初認識後
にワラントの行使価格が固定された後におい
て、その段階では固定対固定の条件は満たされ
ることになる。要望書は、この場合、発行者が
ワラントを資本として分類変更するのかどうか
を質問していた。
　IASB スタッフの分析によれば、IAS 第 32
号は、金融商品の契約条件に変更がない場合の
当初認識後の金融負債及び資本の分類変更につ
いての一般的な要求事項を含んでいない。その
ために、現行会計基準は、本要望書の設例に示
された取引を会計処理するための適切な基礎を
提供しているとはいえない。また、本要望書に
対応するための狭い範囲の基準の修正では、分

5　IAS 第 32 号では、デリバティブ金融商品の資本・負債の分類に関して、発行者が固定金額の現金又は他の金
融資産を企業自身の固定数の資本性金融商品と交換することによって決済される場合に限り、資本に分類する
ことを求めている。これを「固定対固定の条件」といい、この条件が満たされない場合には、当該デリバティ
ブ金融商品は負債に分類される。
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類変更に関しての同様の問題が他の状況で生じ
得る。そこで AP4 では、本件単独では、狭い
範囲の基準設定プロジェクトとして追加するの
ではなく IASB の「資本の特徴を有する金融商
品（FICE6）」プロジェクトの一部として取り
扱うことが適切である旨を説明する暫定アジェ
ンダ決定を公表することを推奨していた。
　本件に関する、筆者の発言は以下のとおりで
ある。
　「要望書の範囲に関するスタッフによる分析と
FICE プロジェクトの一部として本件に対処す
るという提案に賛成する。唯一の懸念は、FICE
は非常に困難で、すでに長期にわたっているプ
ロジェクトであるということである。FICE が
いつ完了し、本要望書によって提起された問題
に対処できるかどうかについて、全く確信は持
てない。しかし FICE で対応するしか選択肢が
ないというのは、そのとおりだと思う。」

IASB の検討を求めるアジェンダ決定
AP2：クラウド・コンピューティング契約にお
けるコンフィギュレーション又はカスタマイ
ゼーションのコスト（IAS 第 38 号「無形資
産」）
　本件は、サービスとしてのソフトウェア契約
において、サプライヤーのアプリケーション・
ソフトウェアのコンフィギュレーション又はカ
スタマイゼーションのコストを顧客がどのよう
に会計処理するかに関して、2020 年 12 月の
IFRIC Update で公表した暫定的なアジェンダ
決定に対するフィードバックを検討するもので
あった。
　昨年 12 月の会議では、財務諸表利用者の立
場でスタッフの分析及び提案に賛成した。しか
し、日本の利害関係者の一部から、顧客との契
約で約束した財又はサービスの識別に関し、暫

定的アジェンダ決定におけるIFRS第15号「顧
客との契約から生じる収益」への言及によっ
て、常に IFRS 第 15 号を参照することを求め
られるとの誤解を招くのではないか、と懸念す
る声が聞かれていた。
　本件に関して、筆者は以下の趣旨の発言を
行った。
　「暫定的アジェンダ決定に必要な修正を加え
た上で最終案として IASB の検討を求めるとい
う、スタッフ提案に賛成する。今回の提案で
は、当該IFRS第15号への言及について削除・
修正することが提案されており、日本の利害関
係者の懸念は解消されると思う。また全体とし
て本アジェンダ決定のロジックは明確で、要望
書の設例に示されたような SaaS 取引がどのよ
うに会計処理されるべきか、財務諸表利用者に
もよく分かると思う。」

Ⅳ ．2021年 4月 20日開催 IFRS─IC
会議の概要

2021年 4月 20日開催 IFRS-IC会議の議題
　2021 年 4 月 20 日開催の IC 会議では、3 件
の議題について審議した。内訳は、IASB の検
討を求めるアジェンダ決定 2件（AP2、AP4）、
その他の案件 2件（AP3、AP5）であった（図
表 3）。
図表 3．2021 年 4 月 20 日開催の IFRS―IC 会

議の議題

アジェンダ 予定
所要時間

実際の
所要時間

AP2：給付の勤務期間へ
の帰属 60 分 70 分

AP3：特約条項付きの債
務の流動又は非流動への
分類

75 分 50 分

6　Financial Instruments with Characteristics of Equity
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AP4：実質金利に起因す
るキャッシュ・フローの
変動可能性のヘッジ

60 分 50 分

AP5：仕掛り中の案件 5分 5分

出所 ：IASB、IFRS─IC よりみずほ証券グローバル戦
略部産官学連携室作成

各アジェンダの論点と筆者の発言等
　筆者は、AP2、AP3 についてコメントした。

IASB の検討を求めるアジェンダ決定
AP2：給付の勤務期間への帰属（IAS 第 19 号
「従業員給付」）
　本件は、2020 年 12 月の IFRIC Update で公
表した、特定の条件の退職後確定給付制度を提
供する企業における従業員の退職給付の勤務期
間への帰属方法に関する暫定的なアジェンダ決
定を最終化し、IASB の検討を求めるかどうか
であった。
　コメント期間中に、要望書提出者から、新し
い 15 年の勤務条件による設例が追加されたが、
これによって結論は変わらないというのがス
タッフの分析で、2020 年 12 月の暫定的アジェ
ンダ決定がそのまま最終化され、IASB の検討
に委ねられることになった。
　本件に関して、筆者は以下の発言を行った。
　「要望書提出者が新たに追加した 15 年の勤務
条件によって、我々の前回の結論が変わらな
い、というスタッフの分析と結論に同意する。
また、アジェンダ決定に、この新しい設例への
言及を追加することが、かえって混乱を招くと
いう見解にも同意する。したがって、必要な修
正を加えた上で、アジェンダ決定案を最終化し
IASBの検討を求めるという提案を支持する。」

その他の案件
AP3　特約条項付きの債務の流動又は非流動へ

の分類（IAS第 1号「財務諸表の表示」）
　IASB は 2020 年 1 月に「負債の流動又は非
流動への分類」（IAS 第 1 号の修正）を公表し
た。IAS第 1号の修正は、特定の状況における
債務及び他の金融負債を流動又は非流動のいず
れに分類すべきかに関する要求事項の適用にお
いて、首尾一貫性を増進することを目的として
いた。
　本修正は、2023 年 1 月 1 日以後開始する事
業年度から適用される。それを前に、利害関係
者から、長期の負債が財務制限条項など特約条
項（コベナンツ）の対象となっている場合で、
かつ、借手が当該コベナンツを満たしているか
が報告日後に判定される場合に、借手が報告期
間の末日現在で「決済を延期する権利」を保持
しているかどうかを決定する方法に関して、ア
ウトリーチ等の席上で、質問が寄せられた。本
件については、IFRS─IC に対して、正式の要
望書は寄せられていない。
　2020 年 12 月に公表された暫定的アジェンダ
決定では、主に負債の決済を報告期間後少なく
とも 12 か月にわたり延期する権利は報告期間
の末日に存在していなければならない、とし
た。その上で 3つのケースについて検討し、そ
のすべてで報告期間の末日現在で借入金の決済
を報告期間後少なくとも 12 か月にわたり延期
する権利を企業が有していないとして、当該借
入金を流動負債に分類することが要求されると
結論付けていた。
　暫定的アジェンダ決定に寄せられた意見で
は、大多数の回答者は、IFRS─IC の分析に賛
成していた。しかし、ほぼすべての回答者が、
暫定的アジェンダ決定で検討されたケースのう
ち 2つについて、IAS第 1号の修正を適用した
場合の結果について、以下の懸念を表明した。
① 　事業の季節性や事業の成長に伴い企業の財
政状態が変化することを契約当事者が予測し
契約に条件を設定していることがあるが、そ
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れらを無視している。また、当事者の契約上
の権利・義務を反映していない。

② 　他の課題をもたらす可能性がある（貸手と
の交渉が必要となること、他の負債の分類に
影響を与えること、GC 評価時における分類
との相違など）。
③ 　分類結果を補足説明するために追加の開示
を提供する必要がある可能性がある。
　4月の IFRS─IC 会議では、2020 年 12 月の暫
定的アジェンダ決定の分析と結論を正しいとし
つつも、IAS第 1号の修正を適用した結果と潜
在的な影響に関する回答者の懸念を認め、ア
ジェンダ決定の最終化を見送ることとなった。
また、IASB スタッフの分析及び回答者のコメ
ントを IASBに報告することとなった。
　本件に関して、筆者は以下のとおりコメント
した。
　「基本的にスタッフの分析と結論に同意する、
しかしながら、多くの回答者がケース 2、3 に
関する我々の分析、結論に懸念が示されている
点が気になる。」
　「他の委員同様、このままアジェンダ決定を
最終化することが適当だとは思われない。我々
は、寄せられたコメントレターによって提供さ
れた新しい情報を、ボード（IASB）がどう評
価するか確認すべきだと思う。改定後の IAS
第 1 号をどう解釈すべきかについては、議論の
余地はないと思う。しかし、新しい情報によっ
て、基準が正しく機能しない、あるいは取引の

経済実態を忠実に表現できないケースがあるこ
とを、我々は学んだ。基準改定時にボードがこ
のような状況を想定していたのか確認したい。」
　「また、12 月の会議で、本件に関して、
デュープロセス上の懸念があるとの問題提起を
行った。それに対して『本件については正式な
要望書が提出されていないが、正式のアウト
リーチによって改定後の基準の適用に関して、
様々な懸念が聞かれているために、IC 会議に
よって取り上げることにした。』という回答を、
Sue Lloyd 議長よりいただいた。実際、本件に
関して暫定的アジェンダ決定案を公表すること
により、季節性に関わる情報等、新しい情報が
得られた。正式な要望書がないという問題はあ
るものの、柔軟な対応により基準を適時に改善
できることも示されたと思う。」

Ⅴ ．おわりに

　前回の報告以降、2021 年に 2 月、3 月、4 月
と 3 か月連続で IFRS─IC 会議が開催された。
いずれも 1日の会議ではあったが、3回分の会
議となり検討事項も多かったが、ほとんどの議
案について発言でき、財務諸表利用者やわが国
の声を伝えることができた。
　次回の IFRS─IC 会議は 6 月 8 日、9 日に開
催予定である。


